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地域経済の再生を目指し、最低賃金の大幅引上げと中 
小企業支援策の拡充を求める意見書（案）   消費税率の引上げと、物価上昇の影響で、実質賃金は減少してい

る。こうした所得の減少が消費購買力を低下させ、地域経済の疲弊

を深刻なものにしている。さらに、そのことが地域から雇用、技術

の継承、人材そのものを奪うことにつながり、地域の将来像を描く

ことを困難にしている。 
現在の大阪府の最低賃金時間額は８５８円で、年間２０００時間

働いても年収１７１万６，０００円であり、このようなワーキング

プアと呼ばれる水準では、人間らしい、まともな暮らしはできない。  
この間、政府も地域経済再生のために賃金引上げについて言及し

ており、また２０１０年（平成２２年）には、できる限り早期に、

全国で最低でも時間額８００円を確保し、景気状況に配慮しつつ、

２０２０年（平成３２年）までに全国平均時間額１，０００円を目

指すという、政労使の雇用戦略対話における合意が成立している。  地域経済再生には、需要の創出と消費を増やすことを通じて、実
態経済の活性化が不可欠である。最低賃金の大幅引上げと、地域間

格差是正のため、最低賃金を全国一律の制度とするとともに、最低

賃金引上げに係る国の中小企業支援策の抜本的改善が求められる。 
よって、本市議会は政府及び国会に対し、下記の事項について早  

期に実施するよう求める。 
記 

１ 地域経済再生のため、賃金の底上げに資するよう、最低賃金の
大幅引上げを行うとともに、全国一律の最低賃金制度とすること。 

２ 最低賃金引上げに係る国の中小企業支援策について、以下の改
善を図ること。  （１）最低賃金引上げを前提とした中小企業への直接支援など、

制度の抜本的な改善と大幅な予算増額を行うこと。  （２）昨年、業務改善助成金制度が改正されたが、賃金引上げ対
象労働者の時間額は８００円未満に据え置かれており、大阪

府は同助成金の対象外となっている。対象労働者の時間額を

引き上げるとともに、中小事業主にとって活用しやすい制度

に改善すること。  
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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